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監査基準報告書 550「関連当事者」の改正について

年   月   日

日本公認会計士協会

改正案 現 行

監査基準報告書 550 監査基準報告書 550

関連当事者 関連当事者

2011 年 12 月 22 日 2011 年 12 月 22 日

改正 201 5 年 ５ 月 29 日 改正 201 5 年 ５ 月 29 日

改正 201 9 年 ６ 月 12 日 改正 201 9 年 ６ 月 12 日

改正 202 1 年 １ 月 14 日 改正 202 1 年 １ 月 14 日

改正 2 0 2 1 年 ６ 月 ８ 日 改正 2 0 2 1 年 ６ 月 ８ 日

改正 2 0 2 2 年 1 0 月 1 3 日 最終改正 2 0 2 2 年 1 0 月 1 3 日

最終改正 20 2 3年   月 日

日本公認会計士協会 日本公認会計士協会

監査・保証基準委員会 監査・保証基準委員会

（報告書：第 25 号） （報告書：第 25 号）

《Ⅰ 本報告書の範囲及び目的》 《Ⅰ 本報告書の範囲及び目的》

（省 略） （省 略）

《Ⅱ 要求事項》 《Ⅱ 要求事項》

（省 略） （省 略）

《Ⅲ 適用指針》 《Ⅲ 適用指針》

（省 略） （省 略）

《３．リスク評価手続とこれに関連する活動》 《３．リスク評価手続とこれに関連する活動》

《(1) 関連当事者との関係及び関連当事者との取引の理解》 《(1) 関連当事者との関係及び関連当事者との取引の理解》

（省 略） （省 略）

《識別された関連当事者》（第 12 項(1)参照） 《識別された関連当事者》（第 12 項(1)参照）

（省 略） （省 略）

A12．グループ監査では、監査基準報告書600「グループ監査における特別な考慮事項」第32項(2)にお

いて、グループ監査人に、構成単位の監査人に対してグループ経営者又はグループ監査人によって

A12．グループ監査では、監査基準報告書600「グループ監査」第39項(5)において、グループ監査チー

ムは、グループ経営者が作成した関連当事者のリスト及びグループ監査チームが把握しているその
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従来識別されていない関連当事者との関係を適時にコミュニケーションを行うよう要請することを

要求している。このような情報は、グループ監査人が関連当事者について経営者に質問を行う際の

有益な基礎となる。

他の関連当事者に係る情報を、各構成単位の監査人に提供することが要求されている。企業がグル

ープの構成単位である場合、この情報は、関連当事者について構成単位の監査人が経営者に質問を

行う際の有益な基礎となる。

（省 略） （省 略）

《５．関連当事者との関係及び関連当事者との取引に伴う重要な虚偽表示リスクへの対応》（第 19 項

参照）

《５．関連当事者との関係及び関連当事者との取引に伴う重要な虚偽表示リスクへの対応》（第 19 項

参照）

（省 略） （省 略）

《(2) 企業の通常の取引過程から外れた関連当事者との重要な取引の識別》 《(2) 企業の通常の取引過程から外れた関連当事者との重要な取引の識別》

《関連当事者との重要な取引の事業上の合理性の評価》（第 22 項参照） 《関連当事者との重要な取引の事業上の合理性の評価》（第 22 項参照）

A37．企業の通常の取引過程から外れた関連当事者との重要な取引の事業上の合理性を評価するに当た

って、監査人は、以下の事項を検討することがある。

・ 取引が以下に該当するかどうか。

－ 非常に複雑である（例えば、グループ内において複数の取引関係を有する関連当事者間の取引

の場合）。

－ 契約条件が通常とは異なる（例えば、通常とは異なる価格、金利、保証、返済条件等）。

－ 事業上の合理性が欠如している。

－ 従来識別されていない関連当事者が関係している。

－ 通常とは異なる方法やスキームで処理されている。

・ 経営者が取引の内容や処理を取締役会又は監査役等と協議したかどうか。

・ 経営者が、取引の基礎にある経済的側面を適切に考慮するよりも、特定の会計上の取扱いに、よ

り重点を置いていないかどうか。

経営者の説明が関連当事者との取引の取引条件と著しく矛盾する場合、監査人は、監査基準報告書

500「監査証拠」第10項に従って、その他の重要な事項に関する経営者の説明と陳述の信頼性を検討

することが要求される。

A37．企業の通常の取引過程から外れた関連当事者との重要な取引の事業上の合理性を評価するに当た

って、監査人は、以下の事項を検討することがある。

・ 取引が以下に該当するかどうか。

－ 非常に複雑である（例えば、連結グループ内において複数の取引関係を有する関連当事者間の

取引の場合）。

－ 契約条件が通常とは異なる（例えば、通常とは異なる価格、金利、保証、返済条件等）。

－ 事業上の合理性が欠如している。

－ 従来識別されていない関連当事者が関係している。

－ 通常とは異なる方法やスキームで処理されている。

・ 経営者が取引の内容や処理を取締役会又は監査役等と協議したかどうか。

・ 経営者が、取引の基礎にある経済的側面を適切に考慮するよりも、特定の会計上の取扱いに、よ

り重点を置いていないかどうか。

経営者の説明が関連当事者との取引の取引条件と著しく矛盾する場合、監査人は、監査基準報告書

500「監査証拠」第10項に従って、その他の重要な事項に関する経営者の説明と陳述の信頼性を検討

することが要求される。

（省 略） （省 略）

《Ⅳ 適用》 《Ⅳ 適用》

（省 略） （省 略）

・ 本報告書（    年 月 日）は、2024年４月１日以後開始する事業年度に係る財務諸表の監査及

び同日以後開始する中間会計期間に係る中間財務諸表の中間監査から適用する。また、公認会計士

法上の大規模監査法人以外の監査事務所においては、2024年７月１日以後に開始する事業年度に係

る財務諸表の監査及び同日以後開始する中間会計期間に係る中間財務諸表の中間監査から適用す

る。ただし、それ以前の決算に係る財務諸表の監査及び中間会計期間に係る中間財務諸表の中間監

査から適用することを妨げない。その場合、品質管理基準委員会報告書第１号「監査事務所における
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品質管理」（2022年６月16日）、品質管理基準委員会報告書第２号「監査業務に係る審査」（2022年６

月16日）及び監査基準委員会報告書220「監査業務における品質管理」（2022年６月16日）と同時に適

用する。

・ 本報告書（2022 年 10 月 13 日改正）は、次の公表物の公表に伴う修正を反映している。

－ 監査基準報告書（序）「監査基準報告書及び関連する公表物の体系及び用語」（2022 年７月

21 日改正）

・ 本報告書（    年  月  日改正）は、次の公表物の公表に伴う修正を反映している。

－ 監査基準報告書 600「グループ監査における特別な考慮事項」（    年 月  日改正）

・ 本報告書（2022 年 10 月 13 日改正）は、次の公表物の公表に伴う修正を反映している。

－ 監査基準報告書（序）「監査基準報告書及び関連する公表物の体系及び用語」（2022 年７月

21 日改正）

以  上 以  上

以  上


